
付録C プロダクトの物理量の仕様及び算出手法 ∗

　 2019年 10月時点における、気象業務支援センターを通じて提供する数値予報資料として、全球数値予報モデル
GPV、週間アンサンブル予報モデル GPV、メソ数値予報モデル GPV及び局地数値予報モデル GPVがある。こ
こでは、これらに含まれる物理量及びその算出手法についてまとめた。

C.1 全球数値予報モデルGPV及び週間アンサンブル予報モデルGPV

地上

海面更正気圧 [Pa]
地上気圧及び静力学平衡を仮定して算出した地上気温から、温度減率 5 K km−1を仮定
して標高 0 mの気圧を算出する。

地上気圧 [Pa] 予報変数でありそのまま値を格納する。

風 [m/s]
高度 10 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。東西風と南北風の 2成
分。草開 (2012)も参照。

気温 [K] 高度 2 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。草開 (2012)も参照。
相対湿度 [%] 高度 2 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。草開 (2012)も参照。
積算降水量 [kg·m−2] 予報初期時刻から対象となる予報時間まで積算した値。

上層雲量、
中層雲量、
下層雲量、
全雲量 [%]

まず、雲スキーム (中川 2012)を用いて、モデル面の各鉛直層における雲量を算出する。
続いて、下層・中層・上層に含まれる鉛直層での雲量を用い、マキシマムランダムオー
バーラップ (長澤 2008)を仮定して下層雲量、中層雲量、上層雲量を算出する。ここで、
地上気圧を 1000 hPaとした時に、850 hPaとなる鉛直層及び 500 hPaとなる鉛直層を
決定し、それぞれ下層と中層の境界及び中層と上層の境界とする。さらに、全雲量は全
ての鉛直層の雲量からマキシマムランダムオーバーラップを仮定して算出する。

日射量 [W·m−2] 放射過程で計算したモデル面各層の雲量と大気による散乱・吸収を考慮して、地表に到
達した下向き短波放射フラックス。

気圧面

高度 [gpm]
ジオポテンシャル高度である。ただし、重力加速度は一定値を用いる。モデル面各層か
ら鉛直内挿して算出する。気圧面が地上気圧より低い場合は温度減率 5 K km−1で鉛直
外挿する。

風 [m/s]
東西風と南北風の 2成分。モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い
場合はモデル面最下層の値を与える。

気温 [K]
モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場合は温度減率 5 K km−1

で鉛直外挿する。

上昇流 [Pa·s−1]
鉛直 p速度である。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合はモデル面最下
層の値を与える。

相対湿度 [%]

氷に対する飽和水蒸気量を考慮して算出する。−15℃以下では氷に対する飽和水蒸気量
を、0℃以上では水に対する飽和水蒸気量を、−15℃∼0℃では両者を線形内挿した値を
それぞれ用いる。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合は最下層の値を与
える。

* 計盛 正博
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C.2 メソ数値予報モデルGPV、メソアンサンブル予報モデルGPV及び局地数値予報モデルGPV

地上

海面更正気圧 [Pa]
モデル面の下から 2層目の気圧及び仮温度から、仮温度減率 5 K km−1として標高 0 mの
気圧を算出する。

地上気圧 [Pa]
モデル面の下から 2層目の気圧及び仮温度から、仮温度減率 5 K km−1としてモデル標高
の気圧を算出する。

風 [m/s]
高度 10 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。東西風と南北風の 2成分。
原 (2008a)、草開 (2012)も参照。

気温 [K]
高度 1.5 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。原 (2008a)、草開 (2012)

も参照。

相対湿度 [%]
高度 1.5 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。原 (2008a)、草開 (2012)

も参照。
時間降水量（メソ）
[kg·m−2]

対象となる予報時間の 1時間前から予報時間まで積算した値。

積算降水量（局地）
[kg·m−2]

予報初期時刻から対象となる予報時間まで積算した値。

上層雲量、
中層雲量、
下層雲量、
全雲量 [%]

まず、部分凝結スキーム (原 2008b)を用いて、モデル面各鉛直層で各層における雲量を算
出する。続いて、上層・中層・下層に含まれる鉛直層での雲量を用い、マキシマムオーバー
ラップ (長澤 2008)を仮定して算出する。下層と中層の境界となる気圧を地上気圧 ×0.85

とし、中層と上層の境界となる気圧を下層と中層の境界の気圧 ×0.8と 500 hPaの小さい
方とする（地上気圧が 1000 hPaの場合、境界はそれぞれ 850 hPaと 500 hPaとなる）。全
雲量は上層雲・中層雲・下層雲からマキシマムオーバーラップを仮定して算出する。

日射量 [W·m−2] 放射過程で計算したモデル面各層の雲量と大気による散乱・吸収を考慮して、地表に到達
した下向き短波放射フラックス。

気圧面

高度 [gpm]
ジオポテンシャル高度である。ただし、重力加速度は一定値を用いる。モデル面各層から
鉛直内挿して算出する。気圧面が地上気圧より低い場合は温度減率 5 K km−1で鉛直外挿
する。

風 [m/s]
東西風と南北風の 2成分。モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場
合はモデル面最下層の値を与える。

気温 [K]
モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場合は温度減率 5 K km−1で
鉛直外挿する。

上昇流 [Pa·s−1]

鉛直 p速度であり数値予報モデルの予報変数である風の鉛直成分及び密度を用いて算出す
る (藤田 2004)。モデル面各層で算出した鉛直 p速度を内挿し、高度が標高より低い場合
はモデル面最下層の値を与える。なお、初期値において風の鉛直成分をゼロとして計算を
行っているため、初期値における上昇流はゼロとしている。

相対湿度 [%]

氷に対する飽和水蒸気量を考慮して算出する。−15℃以下では氷に対する飽和水蒸気量を、
0℃以上では水に対する飽和水蒸気量を、−15℃∼0℃では両者を線形内挿した値をそれぞ
れ用いる。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合は最下層の値を与える。
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